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調査概要

＜調査背景＞
国際連合（国連）によるUN75イニシアティブで実施された調査を我が国国民対象に特化して追調
査する他、それに独自の質問項目を加えた調査の実施により我が国国民の自国および国際社会に対す
る意識傾向を明確化し、日本社会及び国際社会に対し、弊研究所として具体的な提言を行っていくた
め、その数値的根拠を得るため本調査を実施した。

【調査概要】
調査対象：全国の16～69歳男女
調査手法：インターネット調査
実施時期：2021年4月14日（水）～4月15日（木）
有効回答数：1000名（性別、年代別に人口構成比に準じて割付）

【サンプリングについて】
事前調査において「日本／世界の社会問題に関心がありますか」という問いに対し、「大いに関心がある」
または「関心がある」と答えた回答者のみが本調査に参加した。
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Key Findings

• 87.5%が 10年後の日本社会に不安 を感じている
• 10年後の日本社会に対して不安に感じるか、希望を持っているかという質問に対して、87.5%が不安に感

じる、と回答した。
• また、25年後の世界では人々は今より幸せでない、と回答した人が47%であった。

• 国連の認知度 は約40％
• 国連についてどれくらい知っているかを聞いたところ、「活動内容を具体的によく知っている」「活動内容を多少

なりとも/少しは知っている」と答えた人が39.9%、「名前を知っているが具体的な活動内容はわからない」「
まったく知らない」と答えた人が60.1%という結果であった。

• 46.7%が 国連は国際問題にうまく対処できていない と回答
• 国連は、国際的な社会課題に対してうまく対処できていると思うかを聞いたところ、46.7%がそう思わないと

回答した。
• 一方で、「うまく対処できている」と回答したのは8.8%にとどまった。

• 80%が 海外との関係よりも日本国内の問題を重視すべき と回答
• 国際的な社会問題に対しては、世界各国が協調して一緒に対策に取り組むことがとても重要であるとの回

答が85.8%であったものの、日本は諸外国とどのような国際関係を築くべきかという質問には80%が海外と
の関係よりも日本のことを重視すべきと回答した。

• 国連の組織改革 を望む声
• 国連に対しては、常任理事国への権力の偏り、大国の意見重視などといった問題点の指摘が見られ、国家

を超えるグローバルな社会体制の構築、国連の組織改編を望む意見が集まった。
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社会問題に対する意識（日本の社会問題） 4

⚫関心のある社会問題については、 「貧困・経済格差に関する問題」の割合が最も高く、次いで「地球温暖化・自然災害など
気候変動に関する問題」、「健康・福祉・ヘルスケアなどに関する問題」とつづく。

⚫ 2019年末以来の新型コロナウイルスの感染拡大に対する関心の高さから「健康・福祉・ヘルスケアなどに関する問題」が関
心を集めている。

⚫一番懸念している社会問題については、「人口問題（少子化・高齢化・人口減少など）」の割合が最も高く、次いで「経済
問題（経済格差、税金問題、経済成長、子供の貧困など）」、「自然災害・防災に関する問題（地震などの災害への
備え、南海トラフなど）」とつづく。

⚫ 「人口問題」、「自然災害・防災に関する問題」は日本社会の固有課題であると言える。



⚫関心のある社会問題については、 「貧困・経済格差に関する問題」の割合が最も高く、次いで「地球温暖化・自然災害など
気候変動に関する問題」、「飢餓・食料不足・栄養不足に関する問題」とつづく。

⚫ 「健康・福祉・ヘルスケアなどに関する問題」には関心が低く、「飢餓・食料不足・栄養不足に関する問題」が国際問題の“典
型”と捉えられている風潮が伺える。

⚫一番懸念している社会問題については、「環境問題（地球温暖化、大気汚染、海洋汚染、異常気象）」の割合が最も高
く、次いで「平和な国際社会に向けた問題（代理戦争、紛争、安全保障関連、途上国支援など）」、「経済問題（経済
格差、税金問題、経済成長、子供の貧困など）」とつづく。

⚫ 「平和な国際社会に向けた問題（代理戦争、紛争、安全保障関連、途上国支援など）」は国際社会の固有課題と言え
る。

社会問題に対する意識（世界の社会問題） 5



国際連合（国連）の認知と活動に対する評価 6

⚫国連の活動認知状況について、活動内容まで認知している（「活動内容を具体的によく知っている」、「活動内容を多少な
りとも知っている」）人は39.9%で、約6割が国連の活動内容を知らないと答えた。

⚫ 「活動内容を具体的によく知っている」は20代に多かった。

⚫国連の活動の評価に関しては、46.7%が国連は国際的な社会課題に対してうまく対処できているとは思わないと回答し
た。

⚫他方、国連は国際的な社会課題に対してうまく対処できていると思う割合は8.8％にとどまった。



7SDGsに対する評価

⚫国連主導のSDGs（Sustainable Development Goals）という取り組みに対しては、57.0%がSDGsは国際課題
の解決につながると思うと回答した。

⚫男女とも10代と20代で「（SDGsは国際課題の解決に）つながると思う」の割合が高かった。SDGsの議論が始まり取り組
みが開始された2015年前後から、教育現場でSDGs並びに国連の活動について取り上げられることが増えたことの影響で若
年層の国連の認知、SDGsの評価が高まっている可能性が指摘できる。

⚫他方、「つながらないと思う」の割合は50代および60代男性で高かった。（Appendix 1）

⚫ 「「誰1人取り残さない」世界を目指すためには、どのような取り組みをするべきだと思うか」を聞いたところ、「国境を取り払った
世界制度の構築」、「ベーシックインカムの導入」、「子供の教育」などの意見が挙げられた。



825年後の世界に最も望むこと ‐ UN75イニシアティブ追調査

⚫ 2020年に国連のUN75イニシアティブにより実施された、2045年の世界に向けた人々の意識調査をもとに、日本在住者に
限定して同様の設問を問い、さらにUN75では定量的なデータが得られなかったいくつかの項目を追加した。

⚫ 「25年後の世界に最も望むこと」については、「戦争・対立が少ないこと」(71.1％)が最も高く、次いで「環境がより保護され
ていること」(33.6％)､「人権がより尊重されていること」(32.8％)､「国内の不平等がより解消されていること」(23.4％)と
続く。

⚫男性年代別では、20代後半から30代前半は「国内の不平等がより解消されていること」の割合が全体よりも高い。
⚫女性年代別では、10代後半から20代前半は「男女間の不平等が解消されていること」の割合が全体よりも高い。（

Appendix 2）



9「25年後の世界に最も望むこと」を妨げる要因 ‐ UN75イニシアティブ追調査

⚫ UN75では対話（dialogue）のトピックとしてのみ取り上げられており、定量的なデータがなかったため独自に追加した項目
である。

⚫ 25年後の世界に最も望むことを妨げる要因について、「人々の価値観が一致していない」(59.7％)が最も高く、次いで「国
際協力を適切に行えていない」(51.4％)､「必要な社会制度が整っていない」(48.2％)､「教育現場で教えられていない」
(28.2％)と続く。

⚫多様な価値観を排除しない包括性が求められるとともに、トップダウン的な社会改革が求められていると言える。



10我々の将来に影響を及ぼすと思うもの ‐ UN75イニシアティブ追調査

⚫我々の将来に影響を及ぼすと思うものについて、「気候変動と環境問題」(61.8％)が最も高い。次いで「核兵器やほかの大
量破壊兵器」(35.9％)､「サイバー攻撃や新しい形態の兵器」(27.2％)､「武装対立や政治的な暴力」(26.5％)と続く。

⚫男性年代別でみると､20代後半から30代は「新しいテクノロジー/技術から生じる危機」の割合が全体よりも高い。
⚫女性年代別でみると､20代前半は「健康上の危機」､30代前半および60代前半は「気候変動と環境問題」の割合が全体
よりも高い。

⚫男女とも60代後半は「国際関係の崩壊」の割合が全体よりも高い。(Appendix 3)
⚫新型コロナウイルスの影響が収まらない中であるにも関わらず、「健康上の危機」の割合は9.5％にとどまる。



11世界各国の協調による社会課題解決の重要性 ‐ UN75イニシアティブ追調査

⚫世界各国が協調して一緒に対策に取り組むことの重要性については､98.0%が「必要である」と回答した。
⚫その内「必要不可欠だと思う」は40.9％､「とても重要だと思う」は44.9％、「どちらかと言えば重要だと思う」は12.2％であっ
た。

⚫ UN75で実施された調査では東アジア＆東南アジアの回答のうち66％が「必要不可欠だと思う」と回答しており、調査間の
比較においては度合いが低い結果であると言える。



1225年後の世界の幸福予想 ‐ UN75イニシアティブ追調査

⚫ 25年後の世界の幸福予想については､「今よりとても幸せだと思う」は3.7％､「どちらかと言えば今より幸せだと思う」(27.6％
)を合計すると31.3％である。

⚫他方、「今よりあまり幸せではないと思う」（34.9%）、「今よりとても幸せではないと思う」（12.1%）という結果から、約5
割は将来に対して悲観的 であると言える。

⚫ 20代男女は「今より幸せだと思う」の割合が全体よりも高く、50代（特に男性）は「今より幸せではないと思う」の割合が全
体よりも高い。(Appendix4)
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13国際的な社会問題に対する対処法への提言 ‐ UN75イニシアティブ追調査

⚫ UN75では定量的なデータがなかったため独自に追加した項目である。
⚫国際連合は国際的な社会問題に対してどう対処していくのが良いかについて､48.4％が「常任理事国だけではなく包括的
な体制に移行してほしい」と回答した。次いで「国家を超える全世界的な体制を作ってほしい(世界政府・世界警察など)」
(41.8％)､「市民の声に耳を傾ける体制を作ってほしい」(35.7％)､「社会的マイノリティを排除しない社会制度の構築を
してほしい」(31.5％)と続く。



14パンデミックからの復活の為に優先すべきこと ‐ UN75イニシアティブ追調査

⚫ コロナによるパンデミックから復活するために、国際社会は何を優先すべきかについては､「被害が深刻な国や地域への支援増
加」(32.2％)が最も高い。次いで「普遍的な医療へのアクセスを優先させる」(31.0％)､「新型コロナウイルス(COVID-
19)によってさらに深められた不平等の解消に取り組む」(28.9％)､「市民と国家間の結束の強化」(24.6％)と続く。

⚫ 10代と20代女性は「市民と国家間の結束の強化」の割合が全体よりも高い。(Appendix 5)



15コロナ感染拡大と国家間協調 ‐ UN75イニシアティブ追調査

⚫ コロナによるパンデミックは国家間の協調に関するあなたの意見に影響を与えたかについては、66.9%が「より国家間の協調
が必要だと思うようになった」と回答した。

⚫ 60代男女は「より国家間の協調が必要だと思うようになった」の割合が全体よりも高い。(Appendix 6)



16国際的な社会問題解決に向けた提言

⚫国際社会は、どうすれば国際的な社会問題をより解決に導けると思うかについて最も高いのは､「広く浅く社会問題に取り組
むのでなく、的を絞って一つ一つ確実に問題解決に取り組む」(44.2％)である。

⚫次いで「市民の声に耳を傾ける」(31.3％)､「新しい国連を作る」(29.3％)､「科学技術の発展に投資をする」(26.2％)と
続く。



17将来の日本に望む社会像
⚫将来、日本になって欲しい社会について最も高いのは､「すべての人にとって経済的に平等な社会になってほしい」(29.2％)
である。

⚫次いで「人々が社会課題に対して高い意識を持っている社会になってほしい」(20.8％)､「すべての人にとって社会的に平
等な社会になってほしい(マイノリティなど)」(17.1％)､「他国との協力関係を積極的に築く社会になってほしい」(12.6％)
と続く。

⚫ 50代後半および60代男女は「人々が社会課題に対して高い意識を持っている社会になってほしい」の割合が全体よりも高
い。

⚫ 「すべての人にとって社会的に平等な社会になってほしい(マイノリティなど)」は10代女性に多い。(Appendix 7)
⚫社会的平等よりも経済的平等を重視する傾向にあるが、コロナによる不況という状況も背景事情として挙げられる。



18将来の世界に望む社会像

⚫将来、世界になって欲しい社会について最も高いのは､「他国との協力関係を積極的に築く社会になってほしい」(25.1％)
である。

⚫次いで「すべての人にとって経済的に平等な社会になってほしい」(20.8％)､「すべての人にとって社会的に平等な社会に
なってほしい(マイノリティなど)」(13.9％)､「恵まれている国が恵まれない国を助ける社会になってほしい」(12.5％)と続く。

⚫ 30代から40代男性は「すべての人にとって経済的に平等な社会になってほしい」が最も高い。
⚫ 20代前半の女性は「すべての人にとって経済的に平等な社会になってほしい」､40代前半の女性は「人口の多い国は率先し
て環境問題の解決に取り組んでほしい」が最も高い。(Appendix 8)



1910年後の日本社会に対する不安感

⚫約9割が10年後の日本社会に「不安に感じる」と回答した。
⚫ 10代男性で「不安に感じる」割合が全体よりも高い。
⚫他方、20代前半並びに40代前半の男性で「希望を持っている」との回答が比較的高い。(Appendix 9)



20日本の諸外国との国際関係

⚫日本は諸外国とどのような国際関係を築くべきかについては､80.0%が「海外との関係よりも日本国内のことを優先すべき
」と回答した。

⚫ 20代後半の女性は「日本のことを重視すべき」の割合が全体よりも高い。
⚫他方、60代後半の男女で「海外との関係を重視すべき」の割合が全体よりも高い。（Appendix 10）



21国際社会の中における日本の在り方

⚫国際社会の中における理想とする日本の在り方については､27.4%が「国際的な社会問題に率先して取り組み、発言する
ような存在」と回答し最も高い。

⚫次いで「道徳心や思いやりの心を他国にも波及できる存在」(18.9％)､「科学技術の開発で世界を牽引するような存在」
(15.2％)､「大国と拮抗するリーダーシップを発揮する存在」(13.5％)と続く。

⚫優秀なリーダーの擁立、また、そのようなリーダーとなる人材の育成が期待されている。



22他の国に波及したい日本の物事・文化

⚫他の国に取り入れて欲しい日本の物事・文化について最も高いのは､「治安が良い」(62.2％)である。
⚫次いで「衛生面の充実」(47.9％)､「戦争がない」(40.7％)､「道徳心・気遣いの心」(40.6％)と続く。
⚫ 10代男女は「サブカル文化」 、50代並びに60代男女は「道徳心・気遣いの心」の割合が全体よりも高い。(Appendix 

11)



総括 23

• 新型コロナウイルス感染拡大が止まらない現時点（2021年4月）において、経済的・社会的不安
感も増す中、多くの人が将来を悲観的に捉えている。

• また、国際協調がますます重視される一方で、現存の全世界的な機構の在り方を見直す必要があ
るという意見が一定数存在することが明示された。

• 今後、当研究所として、具体的にどのような世界システムが望まれているのかについて更に調査をす
すめ、国際社会における我が国の目指すべき在り方を検討しながら、人々の社会問題への取り組み
を活性化させて参りたい。

• さらに、調査により得られた定量的なデータをもとに、しかるべき組織に提言していくことにより希望に
あふれる社会を形成していく所存である。



Appendix 1 24

【年代別】SDGsの促進が国際課題解決につながると思うか。



Appendix 2 25【年代別】25年後の世界に望むこと



Appendix 3 26

【年代別】我々の将来に影響を及ぼすと思うもの



Appendix 4 27

【年代別】25年後の幸福予想



Appendix 5 28【年代別】パンデミックからの復活の為に優先すべきこと



Appendix 6 29

【年代別】コロナ感染拡大と国家協調



Appendix 7 30

【年代別】将来の日本に望む社会像



Appendix 8 31

【年代別】将来の世界に望む社会像



Appendix 9 32

【年代別】10年後の日本社会に対する不安感



Appendix 10 33

【年代別】日本の諸外国との国際関係



Appendix 11 34【年代別】他の国に波及したい日本の物事・文化


